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生
活
保
護
の
受
給
者
は
２

０
１
１
年
７
月
か
ら
過
去
最

多
を
更
新
し
続
け
、
12
年
３

月
現
在
で
２
１
０
万
人
を
超

え
た
。
た
だ
、
全
人
口
に
占

め
る
保
護
利
用
者
の
割
合

（
保
護
率
）
は
１
・
６
％

で
、
貧
困
率
16
％
（
２
０
０

９
年
）
と
比
べ
る
と
10
分
の

１
し
か
保
護
で
き
て
い
な
い

こ
と
が
分
か
る
。
保
護
受
給

の
要
件
で
あ
る
資
産
（
貯

金
）
を
加
味
し
て
も
、
保
護

の
捕
捉
率
は
２
割
程
度
に
と

ど
ま
り
、
大
半
の
人
に
保
護

が
行
き
届
い
て
い
な
い
。

　

西
欧
諸
国
の
保
護
率
は
６

～
10
％
で
、
捕
捉
率
は
７
～

９
割
に
達
す
る
。「
す
べ
て

の
国
民
に
最
低
生
活
を
保
障

　

失
業
や
経
済
不
況
に
伴
う
リ
ス
ト
ラ
な
ど
、
国
民
生
活
に
未
曽
有
の
危
機
的
状
況
が

広
が
っ
て
い
る
。
収
入
が
途
絶
え
て
も
、
多
く
の
人
た
ち
が
飢
え
る
こ
と
な
く
生
活
で

き
る
の
は
、
憲
法
25
条
で
保
障
さ
れ
た
生
活
保
護
制
度
が
存
在
し
て
い
る
か
ら
だ
。
し

か
し
、
今
、
政
府
内
で
保
護
切
り
捨
て
の
議
論
が
過
熱
し
て
い
る
。
厚
労
省
は
７
月
に

「
生
活
支
援
戦
略
」
案
を
ま
と
め
、
保
護
世
帯
の
削
減
方
針
を
鮮
明
に
打
ち
出
し
た
。

〝
最
後
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
〟
を
安
易
に
狭
め
て
良
い
の
か
。
現
状
と
課
題
を
考

え
た
。

す
る
」
と
い
う
保
護
制
度
の

目
的
か
ら
す
る
と
、
日
本
の

保
護
制
度
が
役
割
を
十
分
に

果
た
し
て
い
る
と
は
言
え
な

い
だ
ろ
う
。

　

厚
労
省
の
監
査
実
施
結
果

報
告
で
は
、
10
年
度
の
生
活

保
護
の
「
不
正
」
件
数
の
割

合
は
１
・
80
％
、
金
額
の
割

合
は
０
・
38
％
だ
っ
た
。

「
不
正
」
は
ご
く
一
部
だ
。

　

07
年
に
北
海
道
で
起
き
た

元
暴
力
団
員
に
よ
る
巨
額
の

通
院
移
送
費
不
正
受
給
の
よ

う
な
事
件
も
あ
る
が
、「
不

正
」
の
６
割
は
わ
ず
か
な
勤

労
収
入
の
申
告
漏
れ
や
過
少

申
告
で
、
中
に
は
高
校
生
の

小
遣
い
稼
ぎ
の
ア
ル
バ
イ
ト

収
入
も
含
ま
れ
る
。
申
告
す

れ
ば
各
種
控
除
で
収
入
認
定

さ
れ
な
い
の
が
通
常
で
あ

り
、
悪
質
で
な
い
事
例
も
少

な
く
な
い
。

　

申
告
義
務
の
徹
底
や
悪
質

業
者
の
監
視
は
自
治
体
の
役

割
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い

が
、
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
を
基

準
（
80
世
帯
に
対
し
て
一

人
）
通
り
配
置
せ
ず
、
担
当

者
に
負
担
が
集
中
し
て
い
る

例
が
少
な
く
な
い
。
悪
質
な

「
不
正
」
を
防
止
す
る
に

は
、
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
の
抜

本
的
拡
充
が
不
可
欠
だ
。

　

生
活
保
護
法
４
条
で
は
、

資
産
や
稼
働
能
力
の
活
用
を

保
護
の
「
要
件
」
に
し
て
い

る
。
芸
能
人
の
ケ
ー
ス
で
問

題
に
な
っ
た
扶
養
義
務
は
、

の
指
導
強
化
ま
で
盛
り
込
ん

で
い
る
。
扶
養
義
務
を
強
化

す
れ
ば
、
親
族
に
迷
惑
を
か

け
る
こ
と
を
懸
念
し
、
保
護

申
請
を
あ
き
ら
め
る
人
が
続

出
す
る
こ
と
は
明
ら
か
だ
。

孤
立
死
や
自
殺
と
い
っ
た
重

　

貧
困
層
が
拡
大
し
て
い
る

理
由
の
一
つ
は
、
規
制
緩
和

に
よ
る
非
正
規
雇
用
の
急
増

に
あ
る
。
全
労
働
者
の
３
分

の
１
に
上
っ
て
お
り
、
若
者

に
限
れ
ば
半
数
が
非
正
規

だ
。
劣
悪
な
雇
用
状
況
が
、

ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を
生
み
出

し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
雇
用

保
険
の
加
入
率
は
失
業
者
の

２
割
程
度
に
過
ぎ
ず
、「
失

業
＝
生
活
保
護
」
が
大
半

だ
。

　

社
会
保
障
制
度
の
脆
弱
さ

も
問
題
だ
。
保
護
基
準
よ
り

少
な
い
国
民
年
金
の
平
均
受

給
額
や
無
年
金
、
低
所
得
者

へ
の
乏
し
い
住
宅
補
助
な

ど
、
保
護
に
陥
る
前
に
救
済

す
る
仕
組
み
が
、
あ
ま
り
に

も
不
十
分
だ
。
保
護
受
給
者

が
増
え
る
こ
と
は
当
然
で
あ

る
。

　

日
本
も
加
盟
す
る
国
際
労

働
機
関
は
、
６
月
に
「
社
会

保
障
の
権
利
は
人
権
で
あ

る
」
と
す
る
勧
告
を
出
し
、

貧
困
の
解
決
や
正
規
雇
用
へ

の
転
換
を
求
め
た
。
こ
の
立

場
で
生
活
保
護
増
加
の
原
因

に
向
き
合
い
、
社
会
保
障
の

拡
充
・
雇
用
状
況
の
改
善
に

一
刻
も
早
く
取
り
組
む
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

２
０
３
０
年
時
点
の
原
発

比
率
を
問
う
新
た
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
で
、
協
会
は
８
月
８

日
、「
原
発
ゼ
ロ
」を
支
持
す
る

意
見
を
政
府
に
提
出
し
た
。

　

協
会
は
、
原
発
が
重
大
な

事
故
を
起
こ
し
、
放
射
性
物

質
が
外
部
に
放
出
さ
れ
る

と
、「
自
然
環
境
や
地
域
社

会
に
回
復
不
可
能
な
影
響
を

も
た
ら
し
、
内
・
外
部
被
曝

に
よ
る
健
康
被
害
も
含
め
、

住
民
に
甚
大
な
被
害
を
及
ぼ

す
」
と
強
調
し
た
。

　

そ
の
上
で
、
現
在
の
原
発

技
術
は
「
放
射
性
物
質
を
無

害
化
す
る
こ
と
も
、
絶
対
的

に
安
全
に
保
管
す
る
こ
と
も

　

歯
科
技
工
所
の
構
造
設
備

基
準
や
技
工
指
示
書
の
記
載

事
項
の
変
更
を
盛
り
込
ん
だ

歯
科
技
工
士
法
改
定
案
に
対

し
て
、
協
会
は
８
月
８
日
、

「
零
細
技
工
所
を
廃
業
に
追

い
込
む
よ
う
な
構
造
設
備
基

準
の
変
更
は
、
絶
対
に
あ
っ

て
は
な
ら
な
い
」
な
ど
と
す

る
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を

厚
労
省
に
送
付
し
た
。

　

構
造
設
備
基
準
の
強
化
に

つ
い
て
、「
実
態
に
合
わ
な

い
構
造
設
備
基
準
を
押
し
付

け
れ
ば
、
多
く
の
零
細
技
工

所
が
廃
業
に
追
い
込
ま
れ
、

安
心
で
安
全
な
日
本
の
歯
科

技
工
そ
の
も
の
が
崩
壊
し
て

し
ま
う
恐
れ
が
あ
る
」
と

で
き
な
い
」
と
指
摘
。「
人

類
に
よ
る
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
は

不
可
能
」
と
述
べ
、
原
発
を

廃
止
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
へ
の
転
換
を
求
め
た
。

　

政
府
は
、
新
た
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
と
し
て
、
原
発
比

率
①
ゼ
ロ
②
15
％
③
25
％
―

の
３
案
を
提
示
し
て
い
た
。

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
や
討

論
型
世
論
調
査
な
ど
で
寄
せ

ら
れ
た
意
見
は
、「
国
民
的

議
論
に
関
す
る
検
証
会
合
」

が
内
容
を
協
議
し
、
政
府
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
会
議
に

結
果
報
告
す
る
。
同
会
議

は
、
原
発
依
存
度
を
示
す

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
戦
略
」

作
り
に
反
映
さ
せ
る
方
針
。

し
、「
歯
科
技
工
所
の
実
態

に
合
わ
せ
な
が
ら
少
し
ず
つ

進
め
る
べ
き
で
あ
る
」
と
強

調
し
た
。

　

技
工
指
示
書
の
患
者
の
氏

名
記
載
に
つ
い
て
は
、「
ト

レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
の
た
め
に

患
者
の
氏
名
等
が
必
要
と
な

る
の
は
、
海
外
委
託
の
場
合

の
み
で
あ
る
」
と
指
摘
。
ト

レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
を
確
保
し

て
も
海
外
技
工
の
安
全
性
は

確
保
で
き
な
い
と
述
べ
、
日

本
と
同
等
の
基
準
の
適
用
を

求
め
る
と
共
に
、
補
て
つ
物

の
海
外
委
託
を
想
定
し
た
歯

科
技
工
指
示
書
へ
の
新
た
な

項
目
の
追
加
に
反
対
の
立
場

を
表
明
し
た
。

大
な
問
題
を
引
き
起
こ
す
こ

と
に
な
る
。

　

大
阪
市
で
は
、
受
給
者
の

受
診
を
１
診
療
科
１
医
院
に

制
限
す
る
こ
と
や
、
医
療
機

関
へ
の
指
導
強
化
な
ど
、
橋

下
徹
市
長
が
率
先
し
て
生
活

保
護
の
締
め
付
け
策
を
進
め

て
い
る
。
厚
労
省
も
大
阪
市

も
、
狙
い
は
保
護
費
の
削
減

に
あ
る
が
、
生
活
保
護
受
給

者
が
増
え
続
け
て
い
る
根
本

原
因
に
目
を
向
け
な
け
れ
ば

問
題
は
解
決
し
な
い
。

　

厚
労
省
は
７
月
に
「
生
活

支
援
戦
略
」
案
を
公
表
し
、

生
活
保
護
基
準
の
切
り
下
げ

や
扶
養
義
務
の
徹
底
を
打
ち

出
し
た
。
保
護
費
の
５
割
を

占
め
る
医
療
扶
助
費
を
削
減

す
る
た
め
に
、
医
療
機
関
へ

保
護
の
前
提
条
件
に
は
な
っ

て
い
な
い
。
無
理
に
扶
養
義

務
を
課
せ
ば
、
共
倒
れ
に
な

る
恐
れ
が
あ
る
か
ら
だ
。
民

法
上
の
老
親
や
親
族
へ
の
扶

養
義
務
は
、
通
説
で
も
判
例

で
も
、「
社
会
的
地
位
に
ふ

さ
わ
し
い
生
活
を
成
り
立
た

せ
た
上
で
、
余
裕
が
あ
れ
ば

援
助
す
べ
き
」
と
の
レ
ベ
ル

に
留
ま
る
。

　

厚
労
省
は
２
０
０
８
年
に

「
扶
養
が
保
護
の
要
件
で
あ

る
か
の
ご
と
く
説
明
を
行

い
、
保
護
の
申
請
を
あ
き
ら

め
さ
せ
る
よ
う
な
こ
と
が
あ

れ
ば
、
申
請
権
の
侵
害
に
あ

た
る
お
そ
れ
が
あ
る
」
と
通

知
し
て
い
る
。
経
済
力
の
あ

る
親
族
が
い
て
も
保
護
は
受

け
ら
れ
る
し
、「
不
正
」
受

給
で
も
な
い
。

　

不
況
の
深
刻
化
で
２
８
０

万
人
が
失
業
し
、
有
効
求
人

倍
率
は
０
・
65
倍
で
就
業
希

望
者
の
３
人
に
１
人
は
職
が

無
い
状
況
に
あ
る
。
被
災
地

は
も
っ
と
深
刻
だ
。「
受
給

者
は
怠
け
て
い
る
」
と
の
批

判
も
あ
る
が
、
働
き
た
く
て

も
働
け
ず
、
生
活
保
護
に
頼

ら
ざ
る
を
得
な
い
現
実
が
あ

る
。

　

保
護
受
給
者
の
内
訳
は
、

11
年
８
月
現
在
、
高
齢
者
世

帯
（
42
・
７
％
）
と
障
害
者

・
傷
病
者
世
帯
（
32
・
９

％
）、
母
子
世
帯
（
７
・
６

％
）
で
８
割
を
超
え
る
。
ま

た
、
稼
働
年
齢
層
を
含
む

「
そ
の
他
世
帯
」
は
17
・
０

％
だ
が
、
50
歳
以
上
と
20
歳

未
満
が
７
割
を
占
め
る
な

ど
、
圧
倒
的
多
数
は
働
く
こ

と
が
困
難
な
人
た
ち
だ
。

原
発
ゼ
ロ
シ
ナ
リ
オ
を
支
持

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

実
態
に
即
し
た
基
準
求
め
る

技
工
士
法
改
定
案

切り捨てられる生活保護

生活保護に占める不正受給の割合
不正受給件数の割合 不正受給金額の割合

2010年度 1.80％ 0.38％
厚労省「生活保護制度の現状等について」「福祉行政報告例」から作成

保
護
率
１
・
６
％

社
会
的
弱
者
９
割

「
不
正
」額
は
０
・
38
％

扶
養
義
務
は
な
い

受
給
者
削
減
狙
う

雇
用
改
善
が
必
須
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195万人

34.4% 

高齢者世帯
42.7%

障害者・傷病者世帯
32.9%

その他世帯
17.0%

厚労省「福祉行政報告例」から作成

生活保護受給世帯の内訳（2011年）

その他世帯員の年齢構成

母子世帯　7.6%

20歳未満
17.7%

20～49歳
27.4%

50歳以上
54.9%
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